保安機関変更届書
	
	保安機関の認定申請
	保安機関の認定更新
	一般消費者等の数の増加認可
	一般消費者等の数の減少届
	保安機関変更届
	様式番号
	備考

	
	
	
	
	
	事業者
	事業所所在地変更
	
	

	
	
	
	
	
	名称住所組織変更
	代表者変更
	
	
	

	保安機関認定申請書
	○
	
	
	
	
	
	
	12
	

	保安業務計画書
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	13
	

	必要保安業務資格者算定表（1）（2）
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	8→（1）
9→（2）

	保安業務用機器保有数算定表（1）（2）
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	
	10→（1）
11→（2）


	保安機関認定更新申請書
	
	○
	
	
	
	
	
	14
	

	一般消費者数等の数の増加認可申請書
	
	
	○
	
	
	
	
	15
	

	一般消費者数等の数の減少届書
	
	
	
	○
	
	
	
	16
	

	保安業務に従事する資格者の資格及び数
	○
	○
	○
	○
	
	
	
	別紙1
	

	事業所の位置及び緊急時対応を行う
一般消費者等の分布状況
	○
	○
	○
	
	
	
	○
	別紙2
	緊急時対応
を行う場合

	役員・構成員の構成を説明した書面
（役員名簿、組合員名簿、社員名簿等）
	○
	○
	
	
	○
	
	
	別紙3
	

	保安業務以外の業務の種類及び概要
	○
	○
	
	
	
	
	
	別紙4
	

	欠格事項非該当誓約書
	○
	○
	
	
	
	
	
	別紙5
	1→法人用

2→個人用

	保安業務規程認可申請書
	○
	
	
	
	
	
	
	17
	

	保安業務規程変更認可申請書
	
	
	○
	○
	
	
	
	18
	

	保安機関変更届書
	
	
	
	
	○
	○
	○
	20
	

	損害賠償に備えてとるべき措置（付保証明書）
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	

	法人の定款
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	法人の場合

	法人の登記簿謄本
	○
	○
	
	
	○
	○
	
	
	法人の場合



様式第20（第41条関係）
	×整理番号
	

	×受理年月日
	年　　月　　日


保安機関変更届書
年　　　　　月　　　　　日
広島県知事殿
氏名または名称および法人に
あってはその代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
住　　所

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第35条の4において準用する同法
第8条の規定により、次のとおり届け出ます。
1．変更の内容
（新）
（旧）

2．変更の年月日　　　　　年　　　月　　　日
3．変更の理由

（備考）1　認定保安機関において個人の場合の氏名又は名称及び住所を、又、法人にあっては、

その代表者、名称、所在地等の変更の場合に使用のこと。尚、保安業務を行う事業所の

所在地の変更であって、「緊急時対応」を行っている認定保安機関の場合には、その範

囲を示す一般消費者等の分布状況図を添付のこと。

2　提出部数は2部とし、×印の項は記載しないこと。

3　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

別紙2（例示）
事業所の位置及び緊急時対応を行おうとする一般消費者等の分布状況
（一般消費者等の分布状況は、30分以内に対応できる範囲を地図に表示の上添付する。）
※別添のとおり


別紙3（例示）
役員及び構成員一覧表
	役員及び構成員
	氏　　　名
	所　　属　　会　　社　　名
	主たる業務

（備考2①～③の該当の有無）

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	有　・　無


（備考）

1　役員及び構成員の欄の、役員とは監査役を除く取締役、業務執行社員、理事長等を、構成員（規
則第33条）については、法人の種類に応じて株主、組合員、社員等を明記のこと。
2　主たる業務の欄は、法律関係通達により「役員又は構成員の構成が保安業務の公正な遂行に支
　障を及ぼすおそれ」として、次に掲げる①～③の者がその構成の粉の1を超えるときがこれに相当す
ると定められており、役員･構成員の主たる業務の該当（①～③について）の有無。
　①液化石油ガス供給機器、若しくは消費機器を製造する事業を主たる事業として行っている者、又は
その役職員
　②液化石油ガス供給機器、若しくは消費機器を販売する事業を主たる事業として行っている者、又は
その役職員
③液化石油ガス設備工事の事業を主たる事業として行っている者、又はその役職員

 
役員（　　　　）人

合計（　　　　）人　　　　　　　（Ａ）

構成員（　　　　）人

うち、液化石油ガス供給機器・消費機器を製造又は販売、若しくは液化石油ガス設備工事
を主たる業務として行っている者は、

役員（　　　　）人

合計（　　　　）人　　　　　　　（Ｂ）

構成員（　　　　）人

※（B）/（A）が1/3を超えないため、保安業務の公正な遂行に支障を及ぼす恐れはあり
ません。
